エネルギー供給構造高度化法に係る一般電気事業者の非化石電源比率
の算出方法について

平成22年11月19日

電力・ガス事業部 

　　　電力基盤整備課
エネルギー供給事業者による非化石エネルギー源の利用及び化石エネルギー原料の有効な利用の促進に関する法律（平成２１年法律第７２号。以下「法」という。）第５条第１項に基づき定める非化石エネルギー源の利用に関する一般電気事業者等の判断の基準における非化石電源比率の算出方法について、下記のとおり定める。

記
１．基本的考え方

非化石電源比率の算出方法は、法第１条の目的の達成に資するよう、電気事業者による非化石電源の導入の促進の観点を踏まえて定めるとともに、電気事業法第２９条に基づき当該一般電気事業者が経済産業大臣に届出を行う供給計画との整合を踏まえることとする。
２．非化石電源比率の算出方法
　　非化石電源比率は、総発電電力量に対する非化石電源による発電電力量の比率とし、有効数字２桁まで算出する。また、当該一般電気事業者が届け出を行った供給計画届出書様式第３２第２表に記載の数値若しくはその算出に用いた数値を使用して算出する（なお、２０２０年の数値については、供給計画の算出に準じた数値を用いるものとする）。
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※総発電電力量は、以下の（１）及び（２）の合計から（３）を控除して算出する。

※非化石電源による発電電力量は、総発電電力量のうち、エネルギー源として法第２条第２項に規定する非化石エネルギー源を利用する電源による発電電力量とする。

（１）自社電源に由来する電気

　　　水力発電、火力発電、原子力発電、新エネルギー等発電の発電電力量の合計から、揚水発電電力量のうち揚水分を控除して算出する。
　
（２）他者から調達した電気

　　　他者から調達した電気については、以下の方法により化石・非化石別の電力量を算出し、（１）に加算する。ただし、揚水発電電力量のうち揚水分は控除する。
①化石・非化石が特定できる場合

契約等に基づき化石・非化石が特定できる場合については、当該契約等に基づき化石・非化石別の電力量を算出する。
②化石・非化石が特定できない場合
化石・非化石が特定できない場合については、総発電電力量に含めない。
③日本卸電力取引所における取引の取扱いに関する特例

　　　　日本卸電力取引所における取引のうちスポット取引、先渡取引及び時間前取引による購入電力量については、総発電電力量に含めない。
（３）他者に供給した電気

　　　自社電源に由来する電気や他者から調達した電気であっても、他の一般電気事業者等に供給した場合（小売りしなかった場合）は、以下の方法により化石・非化石別の電力量を算出し、（１）及び（２）の合計から控除する。
①化石・非化石が特定できる場合

契約等に基づき化石・非化石が特定できる場合については、当該契約等に基づき化石・非化石別の電力量を算出する。
②化石・非化石が特定できない場合

化石・非化石が特定できない場合については、控除しない。
　　
　　③常時バックアップの取扱いに関する特例

　常時バックアップについては、控除しない。
④日本卸電力取引所における取引の取扱いに関する特例

　　日本卸電力取引所における取引のうちスポット取引、先渡取引及び時間前取引による供給電力量については、控除しない。
３．附　則
（１）この算出方法は、「エネルギー供給事業者による非化石エネルギー源の利用及び化石エネルギー原料の有効な利用の促進に関する法律施行規則（平成２２年経済産業省令第５８号）」に基づき一般電気事業者が平成２２年１２月３１日までに経済産業大臣に提出する計画から適用する。
（２）再生可能エネルギーの全量買取制度が導入され、買取費用負担に応じて二酸化炭素排出係数の調整が行われる場合は、全量買取対象分の電力量の帰属について必要な検討を行うこととする。
以　上　
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会社名

１．平成○○年における燃料種別々発電電力量（発電端、融通考慮後）

 水力発電電力量　 ① GWh

 火力発電電力量 ② GWh

 原子力発電電力量 ③ GWh

 新エネルギー等発電電力量 ④ GWh

⑤ GWh

GWh

①～④：（自社電源に由来する電気）＋（他者から調達した電気）－（他者に供給した電気）

⑤　　：（他者から調達した電気）－（他者に供給した電気）

２．控除すべき電力量

 揚水発電電力量（揚水分） ⑥ GWh

３．非化石電源比率

 非化石電源比率※ ％

※（①＋③＋④－⑥）／（①＋②＋③＋④＋⑤－⑥）

備考：本資料は任意に提供されたものであって、情報公開法第５条の適用対象外とする。

（平成○○年計画）

合  　計

「非化石電源比率」の算定根拠資料

 その他
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会社名

１．平成○○年度における燃料種別々発電電力量（発電端、融通考慮後）

 水力発電電力量　 ① GWh

 火力発電電力量 ② GWh

 原子力発電電力量 ③ GWh

 新エネルギー等発電電力量 ④ GWh

⑤ GWh

GWh

①～④：（自社電源に由来する電気）＋（他者から調達した電気）－（他者に供給した電気）

⑤　　：（他者から調達した電気）－（他者に供給した電気）

２．控除すべき電力量

 揚水発電電力量（揚水分） ⑥ GWh

３．非化石電源比率

 非化石電源比率※ ％

※（①＋③＋④－⑥）／（①＋②＋③＋④＋⑤－⑥）

備考：本資料は任意に提供されたものであって、情報公開法第５条の適用対象外とする。

（平成○○年度実績）

合  　計

「非化石電源比率」の算定根拠資料

 その他
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